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平成２２年度事業計画書 
 
平成２１年度は、調査研究事業の規模が大幅に減少するという環境変化を受け、当研

究所として新たな方向を模索する年となりました。こうした中、ＪＡグループ葬祭資格

制度の創設準備や、教育研修事業の拡大のために事務所改装を行うなど、今後の事業拡

大に向けた取り組みを行ってきました。 
今年度は新たな取り組みとして、全農グループ人材育成研修の受託、ＪＡグループ葬

祭資格制度のスタート、農産物直売所に関する講習会・セミナーを開催するなど、従来

以上にＪＡグループから評価される取り組みを行っていきます。 
また「公益法人関連法」対応としては、平成２３年度中に「一般社団法人」に移行す

ることを前提として、今年度は具体的準備を行うこととします。 
２２年度に取り組む部門別実施具体策は以下のとおりです。 

 

 



 
 
 

 

【店舗生活部】 

１．Ａコープ店舗関係 

（１）調査・指導事業 

  ア．協同会社店舗にＪＡ単独店舗を加えた、店舗全体の売上高、収支と経営効率を

掌握するため、平成２１年度Ａコープ店舗経営実態調査を実施します。 

イ．店舗の長期的視点に立った経営改善をすすめるため、内部研究員・外部専門講

師の指導チームによる店舗運営の現状分析と改善提案を行います。 

ウ．個別の新規出店案件については、商圏および競合店調査の実施による需要の想

定、立地の適否、店舗の採算性などの診断を行います。また、判断材料提供とし

て、本診断の前段階である需要想定のみの簡易診断についても対応します。 

  エ．店舗に関する情勢提供や運営、経営に対する提言を行うため「店舗インフォメ

ーション」を継続して発行します。 

（２）教育研修事業 

  ア．Ａコープ協同会社における人材育成教育研修プログラムを基本としたテーマ別

および階層別講習会を実施します。 

  イ．セミナーとして、経営者向けの店舗戦略トップセミナー、先進店舗視察セミナ

ーを実施します。 

ウ．経営者対象および店長対象の２コースの海外先進店舗視察研修を実施します。 

  エ．店舗職員資格認証制度については、従来どおり実施しますが、初級、中級のｅ

ラーニングでの学習システムの活用をさらにすすめます。 

 

２．農産物直売所関係 

（１）店長のマネジメント力強化を目的としたセミナーおよび先進地の視察セミナーを

開催します。 

（２）ＪＡ全中等と連携し、農産物直売所の実態調査を実施します。 

 

３．葬祭事業関係 

（１）全国ＪＡ葬祭事業のレベルアップのため、今年度より資格制度の講習会・資格取

得試験を実施します。 

（２）葬祭講習会については、葬祭需要や事業現場から必要とされる講習会を年間計画

に基づき実施します。また、必要に応じタイムリーな臨時講習会を企画します。 

（３）新規葬祭会館の運営力構築や葬祭事業に関わる従業員のサービス力向上などのた

め専門講師を派遣します。 

（４）海外セミナーについては、第３回目としてアメリカ葬祭事情の視察研修を開催し

ます。 

（５）講習会補完、情報提供に資するＪＡＦＦ－ＮＥＴの加入促進をはかります。 



 
 
 

 

【エネルギー調査部】 

１．調査研究事業 

（１）「ＪＡ－ＳＳの経営指標」の作成 

    平成２１年度のＪＡ―ＳＳ経営実態を分析し、ＪＡにおける平成２３年度事業

計画策定のための指標を作成します。 

（２）ＪＡセルフＳＳモニター調査 

    ＪＡセルフＳＳのブランド（ＣＩ）強化の一環として、選定したＳＳ（200 ヶ

所程度）における消費者モニター調査の実施により、ＳＳの課題や改善点を抽出

し、全農・ＪＡへフィードバックします。 

（３）セルフＳＳタイヤ収益向上マニュアルの作成 

    平成２０年～２１年に実施したモデル実証をベースに、ＪＡセルフＳＳの収益

向上を支援するためのマニュアルを作成します。 

（４）エリア戦略プログラムによるＪＡ－ＳＳ支援・指導 

ア．ＳＳ需要想定：出店候補地における需要予測を行います。 

イ．戦略マップ：広域エリアにおけるＳＳの最適配置を検討します。 

（５）セルフＳＳの戦略的立地研究 

    セルフＳＳの用地選定において、一定規模の販売量が見込める可能性が高い用

地を選定できる分析プログラムを研究・開発します。 

（６）ＪＡ―ＬＰガス事業意識調査および経営実態報告書の作成 

    ＬＰガス販売所のアンケート調査ならびに平成２１事業年度のＬＰガス事業

（販売所）経営実態を分析し、報告書を作成します。 

（７）ＪＡ―ＬＰガス容器配送効率化システムによる合理化支援・指導 

    ＬＰガス容器配送拠点（充填所）からの効率的な配送ルートをシミュレーショ

ンし、適正な配送要員、配送車数などを提案します。 

 

２．教育研修事業 

（１）石油事業経営者セミナー、セルフＳＳセミナー、ＬＰガス事業セミナーおよび自

動車整備工場運営管理講習会を開催します。 

（２）海外における燃料・自動車業界等について、関連施設の視察・研修を通じて最新

情勢の把握を目的として海外セミナーを実施します。 

（３）ＪＡ、経済連、全農県本部が開催する各種研修・講習会に講師を派遣します。 

 

３．新エネルギーへの取り組み 

   新エネルギー、省エネルギーの情勢・動向および新技術について、調査・研究組

織等の情報を収集しＪＡグループを支援します。 



 
 
 

 

【マーケティング・研修部】 

１．調査研究事業： 

（１）国産農産物の販売強化の支援に関する調査・研究 

  食品加工企業や外食産業における輸入原材料から国産原料への切り替えを進

め、生産者・流通業者・実需企業をつないだ国産農産物の円滑取引を進めるため

のサプライチェーンづくりの支援を進めます。 

（２）通い容器の回収体制に関する調査研究 

    通い容器の広域的循環利用を図るため卸売市場流通における回収体制の課題

解決方策の検討を行います。 

（３）国産原材料情報に関する調査研究 

    農業と食品産業等との連携強化（農商工連携事業）の一環として、国産原料食

材の安定取引推進のため、原料食材の生産・流通・加工の取組実例を紹介する「原

材料通信」誌の発行等を行います。 

 

２．教育研修事業： 

（１）農畜産物マ－ケティングに関する研修 

ア．全農営農販売企画部が主催する全農グループの営業関係職員の資質向上に資す

る研修について、業務受託による事務局運営を行います。 

イ．「最新の農業情勢および食品生産・流通」の把握を目的とした海外研修（ＥＵ）

を継続実施します。 

ウ．全農と連携しエリア別のニーズに沿ったマナー研修、営業マン研修などの「出

前研修」を実施します。 

（２）ＪＡ全農グループの人材育成に関する研修 

  ア．全農人事部が主催する企画研修（課題別研修）について、業務受託による事務

局運営を行います。 

  イ．全農子会社を対象とした階層別研修について、業務受託による事務局運営を行

います。 

（３）ＪＡ販売戦略支援セミナー 

    第２５回ＪＡ全国大会で決定した生産から販売に至る「地域農業戦略」の見直

し・策定に資する加工業務用野菜の供給の対応策についてのセミナーをＪＡ全 

中・全農と連携して実施します。 

 

 




